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要旨：暴露試験および室内試験の結果等を基に，塩害を受けるコンクリート構造物の表面塩化物イ

オン量推定モデル，見掛けの拡散係数推定モデルおよび鉄筋腐食速度推定モデルを構築した。構

築したモデルを用い，モンテカルロ法によって桟橋の梁を事例とした劣化発生確率評価を行った。

その結果，かぶり，コンクリート配合，材料のばらつきおよび腐食限界塩化物イオン量の中で，

劣化発生確率の低減に最も影響を与える要因はかぶりであった。また，低品質の材料を用いた部

位では，劣化発生確率が高い値を示した。これらの傾向は信頼性指標からも読み取れた。こうし

た検討結果の活用により，構造物の高耐久化を図ることが可能になると考えられる。 
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1. はじめに 

海洋環境下に供用されるコンクリート構造物

の塩害が問題視されるようになって久しい。筆

者らは，1991年より実海洋環境下における暴露

試験および室内試験等による検討を実施してき

た 1）。これら一連の研究の目的は，塩害を受け

るコンクリート構造物の劣化過程を高精度に予

測する手法の確立であり，さらには，部分安全

係数を低減した合理的な耐久性能設計手法や適

切な維持管理計画策定手法の確立である。一方，

実構造物に生じる劣化現象は，材料，施工およ

び環境等の不確定性によってばらつきを生じる

ものであり，構造物の維持管理において，これ

を考慮した劣化予測 2）が必要と考えられる。 

本報告では，まず，筆者らの一連の研究によ

って得られた知見を基に構築したコンクリート

構造物の塩害劣化予測モデルについて示す。次

に，構築したモデルを用い，コンクリート構造

物の不確定性を考慮した劣化予測について事例

検討を行った結果を示す。 

2. 塩害劣化予測モデル 

2.1 塩害の劣化進行過程 

塩害を受けるコンクリート構造物の部材性能

は，進展期を経過すると著しく低下する 3）。し

たがって，維持管理においては，進展期までの

範囲に管理限界を設定することが考えられる。

このことから，本研究では進展期と加速期の境

界，すなわち腐食ひび割れの発生を構造物の限

界状態と考え，潜伏期および進展期を対象とし

た劣化予測モデルを構築した。 

2.2 潜伏期の劣化予測モデル 

(1) 基本式 

塩害の潜伏期の予測は，一般にフィックの拡

散方程式の理論解によって行われている 3）。こ

こでは，8.5年間に及ぶ暴露試験，急速塩化物イ

オン浸透性試験および室内浸漬試験の結果等を

基に，同式の係数である表面塩化物イオン量お

よび見掛けの拡散係数の推定モデルを構築した。

対象とした材料は，普通セメント，高炉セメン

ト，フライアッシュセメントおよびシリカフュ

ームを混入した普通セメントを用いたコンクリ

ートである。 

(2) 表面塩化物イオン量 

筆者らは，干満帯および海中における暴露試

験により，コンクリートの単位セメント量の増

加に伴って表面に吸着される塩化物イオン量が
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増加することを確認した 1）。

一方，暴露試験では設置場

所（干満帯および海中）に

よる表面塩化物イオン量

（以下 0C ）への明確な影響

は認められなかったが，土木学会コンクリート

標準示方書には離岸距離に応じた 0C が示され

ている 3）。これらを考慮し，以下の手順に従っ

て 0C の推定モデルを構築した。 

まず，既往の研究データ 4）より，離岸距離 0km

（海岸線上），0.2km および 0.25km にある構造
物の 0C のデータを抽出した。ここで，対象デー

タは凍結防止剤を散布していない構造物のもの

とした。次に，海岸線上の 0C の平均値と暴露試

験の単位セメント量ごとの平均値の比率を求め

た。この比率によって，離岸距離 0.2kmおよび

0.25km のデータを単位セメント量ごとに補正

し，最終的に式(1)に回帰した。ここでは，対数

近似とするため，海岸線上の構造物の離岸距離

を 0.00001kmとした。 
( ) ( ) ( )CgdCfC += ln0 ・      (1) 

( ) iChCf += ・ ， ( ) kCjCg += ・  

ここに，C：単位セメント量（kg/m3）， d：

離岸距離（km）， kjih ,,, ：セメントの種類ごと

の係数（表－１） 

式(1)によって推定した普通セメントを用い

たコンクリートの表面塩化物イオン量の値を図

－１に示す。図中，海岸線上の推定値を×印で

示した。同図より，普通セメントの推定値は，

海岸線上において示方書より大きな値を示して

いることから，示方書は危険側の値に設定され

ている可能性もあると考えられる。また，海岸

から離れた範囲では単位セメント量 400kg/m3

の値が示方書とほぼ同程度となる傾向を示した。 

式(1)の推定値と暴露試験データ 1）の関係を図

－２に示す。同図より，干満帯および海中の推

定値は，実測の中心値を精度よく推定できてい

るものの，大きくばらつくことが確認された。 

(3) 見掛けの拡散係数 

土木学会コンクリート標準示方書には，水セ

メント比から見掛けの拡散係数を推定する式が

示されている 3）。筆者らが実施した一連の実験

では，水セメント比に加え，設置場所（干満帯，

海中）および環境温度の影響も受けることが確

認された 1）。これを踏まえ，図－３に示すフロ

表－１ セメントの種類ごとの係数 
ｾﾒﾝﾄ種類 h i j k l m n 
普通ｾﾒﾝﾄ -0.0031 -0.398 0.0021 0.271 8.60 － 205.6
高炉ｾﾒﾝﾄ -0.0032 -0.577 0.0022 0.393 3.69 -5.43 391.1
ﾌﾗｲｱｯｼｭｾﾒﾝﾄ -0.0035 -0.387 0.0024 0.264 8.34 -2.30 230.1
ｼﾘｶﾌｭｰﾑ混入 -0.0052 -0.0281 0.0035 0.0190 5.98 -13.0 54.89

 
 
 
 
 
 
 
 
図－１ 表面塩化物イオン量の推定値 

 
 
 
 
 
 
 
図－２ 推定値と実験値の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ 推定モデル構築フロー 

 ①配合条件と電流量の関係を回帰 
   ( )adPCWfC ,/10 =   
ここに，

10C ：電流量， CW / ：水セメント比 
    

adP ：混和材置換率 

②電流量と見掛けの拡散係数の関係を回帰 
   ( )10CfDe =   
ここに，

eD ：暴露試験の見掛けの拡散係数 

③環境温度の影響を表す係数を整理 
   ( )TfAT =   
ここに，

TA ：温度の影響を表す係数 
    T：環境温度 

④見掛けの拡散係数推定モデルを構築 
   

Te ADD ・=   

ここに，D：見掛けの拡散係数 
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ーに従って推定モデルを構築した。 

まず，急速塩化物イオン浸透性試験の配合条

件と電流量の関係を式(2)に回帰した。 
( ) nPmCWlC AD ++= ・・ /10     (2) 

 ここに， 10C ：電流量（クーロン）， CW / ：水

セメント比（％）， ADP ：混和材置換率（％），
nml ,, ：セメントの種類ごとの係数（表－１） 

既往の研究において，急速塩化物イオン浸透

性試験の電流量の対数と，実環境の見掛けの拡

散係数の間には正の相関があることが報告され

ている 5）。図－４に示すように実験結果にも同

様の傾向が認められたため，電流量と暴露試験

8.5 年時における見掛けの拡散係数のデータを

式(3)のように非線形回帰した。 

( )qe CpD 10・=           (3) 

ここに， eD ：暴露試験の見掛けの拡散係数

（cm2/s）， qp, ：設置場所ごとの係数（表－２） 

最後に室内浸漬試験の結果 1）を基に，環境温

度が見掛けの拡散係数に及ぼす影響を検討した。

自然界の多くの反応の速度定数は，温度が高く

なるほど指数関数的に増大するというアレニウ

スの理論に従うとされている 6）。図－５に示す

ように，室内浸漬試験結果 1）にも同様の傾向が

認められたため，暴露場所の年間平均気温であ

る 15℃における値が 1となるように，環境温度

の影響を表す係数を式(4)のように整理した。 
( ){ }83.42731470exp28.1 ++−= TAt ・  (4) 

ここに， tA：環境温度の影響を表す係数，T：

環境温度（℃） 

以上の検討によって得られた式(2)，式(3)およ

び式(4)を整理し，見掛けの拡散係数の推定モデ

ルとして，式(5)を構築した。 

( ){ }[ ]q
AD nPmCWlpD ++= ・・ /  

( ){ }[ ]83.42731470exp28.1 ++− T・   (5) 

ここに，D：見掛けの拡散係数（cm2/s） 

式(5)によって推定した環境温度 15℃におけ

る普通セメントおよび高炉セメントの見掛けの

拡散係数を図－６に示す。同図より，普通セメ

ントおよび高炉セメントともに，海中の推定値

が示方書式と近い値となり，干満帯の推定値は

それより小さな値となった。また，式(5)の推定

値と暴露試験データの関係を図－７に示す。同

図より，推定値は幅広い範囲で中心値近くをと

 
 
 
 
 
 
 
 
図－４ 電流量と見掛けの拡散係数の関係 1） 
 
 
 
 
 
 
 
図－５ アレニウスプロット 1） 
表－２ 設置場所ごとの係数 
設置場所 p q 
干満帯 4.46E-12 1.21 
海中 8.75E-14 2.07 

 
 
 
 
 
 
 
図－６ 見掛けの拡散係数の推定値 

 
 
 
 
 
 
 
 
図－７ 推定値と実験値の比較 
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らえていることが確認された。 

2.3 進展期の劣化予測モデル 

(1) 基本式 

筆者らは，式(6)に示す進展期の劣化予測モデ

ルを提案している 7）。 

WWT cr=1
           (6) 

ここに，
1T：進展期（y），W：鉄筋腐食速度

（mg/cm2/y），
crW ：腐食ひび割れ発生限界腐食

量（mg/cm2） 

ここでは，既往の研究等を基に，これまでに

提案している鉄筋腐食速度の推定モデルを改良

した。なお，腐食ひび割れ発生限界腐食量につ

いては，弾塑性ＦＥＭモデルに基づく既存推定

モデル 7）を提案している。 

(2) 鉄筋腐食速度の推定モデルの改良 

既往の鉄筋腐食速度推定モデル 7）の課題とし

て，酸素消費量を 100％としていること，含水

率が限定されていること，含水率の低下ととも

に腐食速度が増加することおよび温度の影響を

考慮していないこと等が挙げられる。そこで，

以下の手順に従ってモデルを改良した。 

まず，秋田ら 8）が提案した相対含水率と相対

湿度の関係式(7)および魚本らの研究 9）に基づく

式(8)の腐食反応率を既往の鉄筋腐食速度推定

モデル 7）に乗じて式(9)を構築した。 
( ) ( ) ( )20158.0287.046.14.33 RHCWRHSavg −−+=

     ( )( ) ( )2000422.00145.0 CWCWRH +−  

( ) ( ) ( )CWRHRH 23 000174.00000773.0 ++  

( )( )200000422.0 CWRH−      (7) 
( ) 5.755.24151.0 −= avgS・α      (8) 

 ここに，α：腐食反応率，
avgS ：相対含水率（％），

RH：相対湿度（％）， CW ：水セメント比（％） 
   ( ){ } LbSaW avg +−= ln・α       (9) 

   ( ) 8364.25 += CWa  （W/C＜50％） 

   ( ) 28429.98 −= CWa  （W/C≧50％） 

   ( ) 3852117 += CWb  （W/C＜50％） 

   ( ) 13075455 −= CWb  （W/C≧50％） 
 ここに， αW ：腐食反応率を考慮した腐食速

度（mg/cm2/y），L：コンクリートのかぶり（mm） 

次に，含水率による腐食速度の低減効果を考

慮するため，佐伯らの研究 10）による含水率の変

化と拡散係数変化率の関係式(10)を式(9)に乗じ

て，式(11)を得る。 

( ) avgS
avgSf ⋅⋅= 025.0100032.0      (10) 

( ) αWSfW avgS ・=          (11) 

ここに， ( )avgSf ：含水率による拡散係数変化

率， SW ：含水率による腐食速度の低減を考慮し

た腐食速度（mg/cm2/y） 

最後に，既往の研究において酸素拡散律速の

腐食速度は 30℃上昇するごとに 2倍になること

が示されていることから 11），温度の影響を式

(12)のように定式化し，式(11)に乗じて式(13)に

示す鉄筋腐食速度推定モデルを構築した。 
( ) ( )TTg ⋅⋅= 0231.0exp707.0     (12) 

ここに， ( )Tg ：温度による腐食速度の変化率，

T ：温度（℃） 
  ( ) ( ) αWTgSfW avg ･・=       (13) 

ここに，W ：腐食速度（mg/cm2/y） 

式(12)による腐食速度と相対湿度の関係を図

－８に示す。同図より，式(12)では相対湿度 85％

程度において腐食速度が最大となる結果となっ

た。また，これを松村らの室内試験データ 12）

と比較したところ，相対湿度 60％では推定値の

方が大きな値となったが，80％では試験データ

に近い値を示した。 

3. 不確定性を考慮した劣化予測の事例検討 

3.1 不確定性を考慮した劣化予測 

前章で構築した劣化予測モデルによって，実

測値をほぼ再現できることが確認された。一方，

推定値に対して実測値はばらつきを生じたこと

から，劣化予測では確率論に基づく評価が必要

 
 
 
 
 
 
 

図－８ 鉄筋腐食速度推定値 
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と考えられる。

これまでに，潜

伏期を対象とし

た確率論的評価
2)や，簡易なモ

デルによる進展

期までの確率論

的評価 13）はさ

れているが，詳

細なモデルによ

って進展期まで

を評価した研究

はほとんどない。

ここでは，前章で構築した劣化予測モデルを用

い，式（14）すなわち腐食ひび割れの発生を限

界状態としてモンテカルロ法による劣化発生確

率の事例解析を行い，劣化発生確率に影響を及

ぼす要因について検討を行った。 
[ ]0≤−= tcrf WWPP  

( )β−Φ=            (14) 

ただし， [ ]P は確率を表し， ( )Φ は正規確率

分布関数を表す。ここに， fP ：劣化確率， tW ：

時間 tの鉄筋腐食量（mg/cm2），β ：信頼性指標 

3.2 事例検討 

桟橋の梁を事例として表－３に示す条件を設

定した。ケース 1は実構造物のデータ 14）に基づ

いて設定したものであり，水セメント比の標準

偏差として，圧縮強度の変動係数 10％に相当す

る値を与えた。ケース 2は水セメント比および

単位セメント量の平均値を海洋コンクリートの

値としたもの 15）であり，ケース 1と同様，水セ

メント比の標準偏差として圧縮強度の変動係数

10％に相当する値を与えた。ケース 3は水セメ

ント比と単位セメント量のばらつきを抑えたも

のである。ケース 4は材料の品質を確保できな

かった部位を想定して水セメント比および単位

セメント量の値を設定したものである。ケース

5 は，かぶりの平均値を設計値である 70mm と

したものである。また，ケース 1～5の腐食限界

塩化物イオン量の平均値は，実環境で 1.2 から

2.4kg/m3とされていること 3）を参考に 1.8kg/m3

とし，ケース 6では 2.4kg/m3に設定した。 

劣化発生確率評価結果を図－９に示す。ケー

ス 1とほぼ同条件の桟橋の調査結果では，建設

後 14 年において部材面積の 10～40％程度に剥

離が認められており 14），これに対応するケース

1の供用 14年における劣化発生確率は 0.1程度

であった。実構造物の状態と劣化発生確率の対

応については，今後，検証していく必要がある。 

ケース 1～6を比較すると，本検討の範囲にお

表－３ 検討ケース（上段：平均値，下段：標準偏差） 
ｹｰｽ 1 ｹｰｽ 2 ｹｰｽ 3 ｹｰｽ 4 ｹｰｽ 5 ｹｰｽ 6 

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ 確率 
分布 実構造物 海洋構造

物の配合
材料のば
らつき小

材料 
低品質 

設計 
かぶり 

限界 
Cl-量 

水ｾﾒﾝﾄ比(％) 正規 
分布 

50 
4.4 

45 
4.0 

50 
0.5 

70 
10.0 

50 
4.4 

50 
4.4 

単位ｾﾒﾝﾄ量(kg/m3) 正規 
分布 

302 
15 

330 
15 

302 
2 

280 
30 

302 
15 

302 
15 

限界 Cl－量(kg/m3) 正規 
分布 

1.8 
0.3 

1.8 
0.3 

1.8 
0.3 

1.8 
0.3 

1.8 
0.3 

2.4 
0.3 

かぶり(mm) 正規 
分布 

61 
14 

61 
14 

61 
14 

61 
14 

70 
14 

61 
14 

鉄筋間隔 7）(mm) 正規 
分布 

150 
15 

150 
15 

150 
15 

150 
15 

150 
15 

150 
15 

鉄筋径 7）(mm) 確定値 16 16 16 16 16 16 
ｸﾘｰﾌﾟ係数 7） 確定値 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 
鉄筋体積膨張率 7） 確定値 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 
鉄筋腐食角度 7）(°) 確定値 360 360 360 360 360 360 

離岸距離(km) 確定値
0.00001
(干満帯)

0.00001
(干満帯)

0.00001
(干満帯)

0.00001 
(干満帯) 

0.00001 
(干満帯) 

0.00001
(干満帯)

年平均気温(℃) 確定値 15 15 15 15 15 15 
年平均湿度(℃) 確定値 85 85 85 85 85 85 

 
 
 
 
 
 
 
 
図－９ 劣化発生確率評価結果 

 
 
 
 
 
 
 

 

図－10 信頼性指標β 
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いて最も劣化発生確率の低減に影響を及ぼす要

因はケース 5のかぶりの確保であり，次にケー

ス 6の腐食限界塩化物イオン量であった。海洋

コンクリートの配合としたケース 2では劣化発

生確率の低減が認められたものの，かぶりの確

保および腐食限界塩化物イオン量の影響に比べ

てその程度は小さかった。また，材料のばらつ

きを抑えたケース 3では劣化発生確率の低減が

ほとんど認められなかった。一方，材料を低品

質に設定したケース 4では，劣化発生確率が高

い値となり，材料の製造および施工における品

質管理の重要性が確認される結果となった。 

信頼性指標βを図－10に示す。同図より，本

検討における信頼性指標βは，ケース 4が最も

低く，次いでケース 1およびケース 3が同程度

であり，以下，ケース 2，ケース 6，ケース 5

の順に低くなっており，上記と同様の傾向が読

み取れる。ISO規格 16)には，目標信頼性指標に

よる既存構造物の管理に関する方法が示されて

おり，今後，耐久性に関する目標信頼性指標に

ついても検討していく必要があると考えられる。 

以上のような検討結果を設計，施工および維

持管理に反映させることにより，構造物の耐久

性を向上させることが可能になると考えられる。 

 

4. まとめ 

 (1) 各種の実験結果等を基に，セメント種類，

単位セメント量および離岸距離をパラメー

タとした表面塩化物イオン量の推定モデル

を構築した。また，セメント種類，水セメン

ト比，混和材置換率，設置場所（干満帯およ

び海中）および環境温度をパラメータとした

見掛けの拡散係数の推定モデルを構築した。 

(2) 水セメント比，コンクリートの含水率およ

びかぶりをパラメータとする既往の腐食速

度評価モデルを，腐食反応率，含水率による

腐食速度の低減効果および温度の影響を考

慮したモデルとして改良した。 

(3) 構築した劣化予測モデルを用い，モンテカ

ルロ法による事例検討を行った。その結果，

部材面積の 10～40％に剥離が生じている状

態に対応する劣化発生確率の予測値は 0.1程

度であった。また，かぶりの確保，コンクリ

ート配合，材料のばらつきの低減および腐食

限界塩化物イオン量の中で，最も劣化発生確

率の低減に有効な要因はかぶりの確保であ

った。一方，低品質な材料を使用する場合，

高い劣化発生確率を示すことが確認された。

これらの傾向は信頼性指標からも読み取れ

た。こうした検討により，構造物の高耐久化

に有効な情報が得られると考えられる。 
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